
２２．４．１８（日）　道警人事権乱用訴訟１

　　　　　　　　　　　　不適正捜査を指摘されたら左遷され、昇任拒否

　　　　　　　　　　　　元北海道警察巡査部長が北海道（警察）を提訴

　　　　　　　　　　　　

　平成２２年４月１４日、先月３１日に北海道警察（以下、道警という）を定年退職し

たばかりの元道警手稲警察署留置管理課勤務の巡査部長石黒繁治氏（６０歳）が、

妻Ｎの交通事故事件の捜査をめぐって、管轄警察署の不適正捜査を指摘したとこ

ろ、左遷させられたり、昇任を拒否されたなどにより、著しい精神的損害を受けたと

して、北海道（道警）を相手取って、2,000万円を支払うよう求める訴訟を札幌地裁

に起こした。

（註）石黒氏は退職した当日付で警部補に昇任している。

　なお、原告は札幌手稲署留置管理課で勤務していた平成21年 6月から平成22

年 3月までの間の未払いの時間外勤務手当約28万円の支払と同課に勤務してい

た３年間、１回の当直勤務中に保障されている８時間の休憩時間が半分の４時間

以下しか与えられなかったため、肉体的、精神的に著しい苦痛を受けたとして慰謝

料５００万円の支払いも求めている。

　時間外勤務手当の問題については、平成16年 3月 16日の道議会総務委員会

において、当時の道警本部の加藤猛雄会計課長が、「2003年度の（道警全職員の

超過勤務は）一人平均42時間で、（時間外勤務手当の）支給率は38.4％。5年前

は33時間で50.5％だったが、近年、犯罪や交通事故が増加し業務量が増えてい

るおり、労働時間は増えている半面、予算の制約上から支給率は低下している」と

当然のことのように答弁している。

　また、平成16年 12月 3日の道監査委員の要求監査結果の記者会見で北海道

代表監査委員徳永光孝氏が「監査の課程において、現場の捜査員からは、多くの

苦悩や改善を求める意見が出されている。その例として、時間外勤務手当の支給

率が低いこと、各種手当の見直しを求めること、（以下省略）である。道警察におい

ては、（途中略）職員の働きやすい職場の構築のために、現場の声に耳を傾け、改

善等検討に取り組まれることを切に望むものである」とコメントをしている。

　時間外勤務手当については、これまでも額の多寡や算出方法などについて様々

な問題が指摘されおり、休憩時間の取扱いの問題も労働組合のない警察官の勤

務管理の杜撰さが放置されたままになっていると指摘されているところから、石黒

氏の提訴は多くの現場の警察官の要求を代弁したものと言える。　

　当日、石黒氏と訴訟代理人の市川守弘弁護士が記者会見を開いて、市川弁護

士が提訴の趣旨について説明したあと、石黒氏が提訴に至った動機や心境、道警

組織に対する思いなどを次のように語った。

　ほとんどの警察官が真面目にやっているのに、一部の警察官がこうした違法捜

査をやっている。

　このことを上司に報告したが、取り上げて貰えなかった。

　逆に、僻地の駐在所に飛ばされ７年間も勤務させられ、上司に辞めろとまで言わ



れた。組織の中で孤立し、辛いこともあったが、辞めたら負けだと思い定年まで勤

めた。

　こうした警察の理不尽なやり方がヤミに葬られてはならないと思い提訴に踏み

切った。同じことが繰り返されないためにも、警察は改めるところは改めて欲しい。

（左　市川守弘弁護士　右　石黒繁治氏）

石黒夫妻に何があったのか

　剣道６段、巡査の階級では機動隊剣道特別訓練員に指定され、交番勤務の仕事

ぶりが認められ暴力団捜査の刑事に任用、そして、巡査部長に昇任、逮捕術の指

導者としても活躍、盗犯係主任を歴任するなど、上司の信頼も厚く、順調な警察官

生活を送っていた原告が、突如、左遷され、昇任の道も閉ざされたという。

　一体、原告の身に何が起きたのか。それは妻Ｎの交通事故がきっかけだった。

　

○　納得できない警察交通事故事件捜査を指摘（以下は「訴状の」内容から抜粋し

た）

　原告が、道警札幌東警察署刑事第一課盗犯係主任（巡査部長）として勤務中の

平成２年６月１２日、原告の妻Ｎが札幌白石警察署（以下、白石署という）管内の札

幌市厚別区の交差点で、Ａが運転するＢ運輸の普通貨物自動車に衝突される交

通事故に遭い重傷を負った。

　この交通事故は、妻Ｎの道路交通法違反被疑事件及びＡの業務上過失傷害被

疑事件として捜査されたが、いずれも不起訴処分となった。

　本件交通事故に関し、現場を管轄する白石署の警察官が４通の実況見分調書を

作成したが、それによると、右折しようと交差点内で停止しているＡ運転のトラック

に、妻Ｎが赤信号に変わったにもかかわらず無理して直進して衝突した妻Ｎの一方

的過失によって発生した事故として処理された。

　しかし、妻Ｎの記憶では、青信号が黄色に変わった直後に、交差点に進入したと

ころ、猛スピードで右折してきたＡ運転のトラックが妻Ｎ運転車両の右前部に衝突し

た事故であったので、妻Ｎ及び原告は、白石署の事件処理に納得がいかなかった。

○　原告の調査及び妻Ｎの刑事告発
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　原告は本件事故直後に、事故現場と破損した乗用車を見たところ、現場にはＡ運

転トラックのものと思われるスリップ痕があり、妻Ｎが運転していた車両の番号であ

る「５７１９」という数字もチョークで書かれていた。

　原告はこの状況から、Ａ運転のトラックは停止していたものではないこと、白石署

の警察官はそのことを確認していた事実を確信していた。

　ところが、上記したように白石署では、妻Ｎの一方的過失による事故と処理したた

め、納得がいかなかった。

　そこで実況見分調書を作成した警察官らに事情を聞いたところ、警察官の話は要

領を得なかったため、さらに原告は本件事故について独自に調査を行った。

　原告が独自に調査した結果は、本件事故そのものが白石署の判断とは異なり、

Ａ運転のトラックが停止せず交差点に突っ込み、直進していた妻Ｎ運転車両と衝突

したものであることが明確になった。

　白石署の捜査は、はじめから適正な捜査を行っておらず、実況見分調書も極め

てずさんなものであることが判明したのである。

　特に原告が確認したスリップ痕が記載されていなかったり、立ち会ってもいない人

物が立ち会っていることになっているなどの実況見分調書の記載に明らかな虚偽

の記載があった。

　Ｂ運輸は、白石署の事件処理の判断を前提に、妻Ｎを相手に損害賠償を求める

民事調停を申し立てたが不調に終わった。

　そこで妻Ｎは、Ａ及びＢ運輸を相手に損害賠償請求訴訟を提起したが、真実が記

載されていない実況見分調書を証拠に判断されたため敗訴してしまった。

　原告とは別に、妻Ｎは平成11年 8月 2日、実況見分調書を作成した警察官 2名

を虚偽公文書作成罪で刑事告発し、不起訴決定を受けてさらに検察審査会に申立

てを行った。

○　妻Ｎの公文書開示請求

　

　妻Ｎは別に、平成13年、子供の道路交通法違反事件におけるいわゆる反則切

符（交通反則告知書）の公文書開示請求を行ったところ、平成13年 12月 27日、

北海道警察は南警察署の警察官の氏名、押印部分を非開示とする一部非開示決

定を行った。

　妻Ｎはこれを不服として北海道公安委員会に審査請求の申立てを行ったところ、

平成14年 12月 27日付けで諮問を受けた北海道情報公開審査会は開示すべきと

の結論に至った。　

　しかし北海道公安委員会は一部非開示決定の原処分を妥当とする裁決を行った

ため、妻Ｎは札幌地方裁判所に北海道警察本部長を被告として情報開示請求訴

訟を提起した。

　この情報公開請求訴訟は、子供の交通違反とされる事実が客観的事情と全く異

なっていることから、交通反則告知書の内容及び捜査を行った警察官を確認した

かったためであった。



○　原告の北海道警察本部への申告

　原告は、平成4年12月頃、毎年末に道警本部に提出する身上申告書（翌年1月

1日時点の身上を報告する）に、それまで口頭で上司に対し述べていた上記した白

石署警察官の不適正捜査について、具体的に記載した。

　このとき(平成4年12月)は、上司によって、「このような記載はするな」と止められ

たため、当該記載は削除したが、これを契機に以後、次に述べるように様々な嫌が

らせが、道警によって、原告に対しなされるようになった。

　また原告は、平成11年 12月以降は、身上申告書に、上記した白石署警察官の

不適正捜査について、具体的に記載するようにした。

　そして、平成13年以降は、前記した妻の情報公開請求のことも触れて、以下の

ような趣旨の文言を書いていた。

　妻Ｎの交通事故被害で、保険会社に天下りした元警視正の関与により、白石署

員が虚偽公文書作成及び同行使、犯人隠避、証拠隠滅等を行い、本職逐一報告

したところ、昇任させられないと評価され要指導職員に指定された。

　さらに南署員の職権濫用、虚偽公文書作成及び行使が判明して、妻が情報公開

審査会に申し立てたところ遠隔僻地に配属される等不当な処遇を強いられている。

　本職が詳細報告しているにもかかわらず警察管理者は職務を怠慢し、捜査権を

放棄している。

　本職に落ち度は無く職務的、階級的、経済的に不利益を蒙っている。

　不昇任の解除を早急に受け昇任して充実した職務を行いたい。

　

請求の原因１ 人事権の濫用による違法配転及び昇任拒否

○　原告への組織的嫌がらせと原告排除の画策

　以上のような経過の中で、道警は、原告に対し、その人事権を濫用して様々な嫌

がらせを繰り返し、原告をして辞職させようと画策した。

① 僻地駐在所に左遷し要指導職員に指定

　原告が前記のように身上申告書に白石署警察官の不適正捜査を記載した際、そ

れを撤回させた直後に、北海道警察は、平成5年4月に原告を上美唄駐在所勤務

に異動させた。

　札幌市内の警察署の刑事課の係主任をしていた原告を、札幌管内とはいえ駐在

所勤務に異動させることは通常はありえない人事異動である。上美唄駐在所は、

僻地手当が支給される場所であり、原告はこの駐在所に 7年間勤務させられた。

　平成11年、妻Ｎが、前記したとおり、警察官 2名を刑事告発した際、美唄警察署

署長室において、監察官ＷがＳ美唄署長に「石黒を辞めさせろ」と言った。Ｓは「な

んで？」と聞いたところ、「とにかく、辞めさせろ。理由は美唄署で探せ」と言い出し



た。Ｓ署長が「告発したからか？」と聞いたところ、「辞めさせるのが難しいなら、要

指導職員に指定しろ」と言った。

　以後、原告は、「要指導職員」となった。要指導職員となると指導監督ファイルが

作成され、常時、組織によって「監視」されることになる。

 ②昇任拒否通告と懲罰的配置

　平成10年 2月頃、原告は美唄署の上司であったＳ警部補から、「お前は昇任さ

せられない。Ｍ次長に身上ファイルを見せてもらった。次長が『ほら。』と言って見せ

てくれた。」と言われた。

　このＳは、上美唄駐在所に転勤になった際の直属の上司で、地域係長であった。

　原告は、前記したとおり、平成12年 4月 1日から 3年間、道警本部留置管理課、

同19年4月1日から 3年間、札幌手稲署留置管理課に配属された。

　留置管理という職務は、一方で将来刑事課に異動させるための勉強の場として

優秀な若手の警察官を配置する場合と他方で警察組織として職員を監視する場合

に配置される職場である。

　社会から隔離された場所で変化に乏しく、反面では緊張を強いられる職場で、

「問題を起こした警察官」の監視には適し、そのような警察官の配置場所として利

用されている。

　原告のように長年警察官として勤務してきた者には明らかに「懲罰的」配属であっ

た。

　原告は、平成16年 12月の身上申告書に、「留置管理業務はきらい」「希望しな

い勤務である」と記載していたが、このような要望は一切無視された。

　原告の階級は巡査部長であったが、北海道警察本部訓令第 18号(平成6年11

月 18日)では、留置管理の看守の任用は、巡査部長の場合は「おおむね 40歳以

下」とされ、平成18年 5月 24日の通達では、巡査部長の場合は年齢が「45歳未

満」であることと決められ、任用期間も原則として「2年間」と定められていた。

　にもかかわらず、原告は50歳を過ぎて、かつ各3年間にわたって、留置管理業

務を強いられたのである。

　前記したように、原告は上美唄駐在所に勤務していた際に、上司(Ｓ警部補)から

「お前は昇任させられない」と断言された。

　原告はそれまで毎年警部補昇任のための予備試験は合格していたが、なぜか警

部補への昇任試験は合格できなかった。

　Ｓ警部補から「お前は昇任させられない」といわれた後の平成11年からの昇任試

験では、受験申込書に「昇任させられないとの評価なら、はじめから受験の意味が

無い」と記載して提出した(甲第 6号証)が、上司からは一切、何も言われなかった。

　つまり、上司はこの「昇任させられない」という事実をこの原告の記載を訂正させ

なかったことから事実上肯認したのである。

　原告は、北見方面遠軽警察署の遠軽駅前交番勤務を4年間行っている。

　遠隔地の遠軽の交番勤務への異動も、巡査部長という階級に20年以上在籍し

た原告には通常ではありえない厳しい処置である。



　留置勤務と同様に、原告が辞職することを暗に強要していたといわざるを得ない。

原告が受けた不利益

(1)　違法な人事考課と異動

　原告は、当初は、剣道の特別訓練部に所属し、刑事課の職務に配属されるなど、

警察官としては申し分ない業績であった。

　ところが、平成2年の妻Ｎの交通事故をきっかけに、原告がその捜査の不適正を

訴え始めたとたん、原告に対する嫌がらせの配置転換、異動が繰り返された。

　これは、公正でなければならない人事考課と配置転換が、白石署警察官の違法

行為を隠すという不当な目的のために、原告を辞職に追い込み、警察組織から排

除するために行われたものであって、北海道警察の人事権の濫用であり、違法行

為を構成する。

　この違法行為は平成5年から一貫して、かつ連続して毎年なされていたものであ

るところ、直近では、平成19年以降の手稲警察署留置管理課への配属及び同21

年まで原告が異動を希望しながらもそれを無視し、その配属を変更しなかったとい

う違法行為である。

(2)　昇任差別

　道警は、原告の上司をして、原告の昇任においても、前記のとおり、「昇任させら

れない」と公言させ、また原告が受験申込書に「昇任させられないとの評価なら、は

じめから受験の意味が無い」と記載していても、その昇任試験の受験をしなかった

ことを是正することはなかった。

　このことも人事権の濫用であり違法行為である。

(3)　理由もなく要指導職員に指定された

　前記したとおり、原告は、美唄署に勤務していた平成11年頃、道警によって、要

指導職員に指定された。

　甲第7号証は、平成20年 9月3日付けの「職員の指導監督実施要綱」であるが、

これ以前においても、同様の要綱が存在し、「要指導職員」として様々な監視を受

けていた。

ア　まず、要指導職員とは、「業務を推進する上で障害となる職員」についての問題

である(甲 5)が、原告は、白石警察署における違法捜査の事実を申告していたので

あるから、「業務を推進する上で障害となる職員」では決してない。

　にもかかわらず、北海道警察は、警察組織及びおよびその業務に異を唱える者

として、原告を「業務を推進する上で障害となる職員」に指定した。

イ　次に、要指導職員となると、当該職員は、「身上問題を把握」され、原告のよう

に警察の違法行為にですら異を唱えないように「指導を徹底」されるのである。

　原告は家族を含めて、その私生活にもわたって、常に上司に監視、監督され、作



成された原告の監督ファイルは転勤しても引き継がれ、退職時まで監視されていた

のである。

請求の原因 2 未払いの時間外勤務手当

１　原告は、前記したとおり、平成19年4月1日から同22年 3月 31日まで札幌手

稲署留置管理課に勤務していた。

　留置管理課の勤務は、1回の勤務が朝 8時 30分から翌朝 8時 30分までの24

時間の当直勤務及び日勤勤務である。

２　原告は、別紙未払賃金計算書の時間外勤務表時間欄のとおり、平成21年 6

月から平成22年 3月まで、時間外勤務を行った。

　原告の時間外手当の時間単価は、同別紙の時間外単価のとおり 3,538円である。

　したがって、原告の時間外勤務時間に時間外単価を乗じた原告の時間外手当は、

同別紙時間外勤務表の計算支給額となるところ、実際に被告から受領した時間外

手当支給額は同別紙時間外勤務表の実際支給額である。

　そこで、この差額である金 281,192円が、いまだ支給されていない時間外勤務手

当てである。

請求の原因 3 休憩時間を取得できなかった慰謝料

１　前項のとおり、平成19年4月1日から同22年 3月 31日まで札幌手稲署留置

管理課に勤務していたところ、当直勤務の際には、8時間の休憩時間が保障され

ていた。

　しかし、当直勤務は手稲警察署の留置管理課では3名だけが担当するもので

あったため、常に人手が不足していた。

　そこで、原告をはじめ勤務していた警察官は1回の当直勤務中、半分の4時間

以下しか休憩時間を取得することができなかった。

２　原告は、この休憩時間が与えられなかったことにより、手稲警察署においては3

年間にわたり、肉体的、精神的に著しい苦痛を受けた。

　かかる苦痛を慰藉するには金 500万円が相当である(なお、最高裁　昭和 54年

11月 13日判決参照)。

結論

　以上から、第 1及び第 3は、原告が職務上受けた精神的損害であり、国家賠償

法１条 1項に基づき、また第２の未払い賃金は原告の賃金債権に基づき、被告に

対して、金 25,281,192円及びこれに対する訴送達の日の翌日から支払い済みに至

るまで民法所定の年5分の割合による遅延損害金の支払を求める。 



２２．８．　７（土）　道警人事権乱用訴訟　２

　　　　　　　　 　　　道警主張　違法配転、昇任拒否などない

　平成22年 4月 14日、北海道警察（以下、「道警」という）を定年退職したばかりの

元道警手稲警察署留置管理課勤務の巡査部長石黒繁治氏（60歳）が、妻Ｎの交

通事故事件の捜査をめぐって、管轄警察署の不適正捜査を指摘したところ、左遷さ

れたり、昇任を拒否されたなどにより、著しい精神的損害を受けたとして、北海道

（道警）を相手取って、2,000万円を支払うよう求めたほか、札幌手稲警察署留置管

理課に勤務していた 9 カ月間の未払い時間外勤務手当281，192円の支払いと同

課に勤務していた3年間に1回の当直勤務時間中に4時間以下しか休憩時間を

与られなかった慰謝料500万円の支払いを求める訴訟（以下、「道警人事権乱用

訴訟」という）を札幌地裁に起こした。

この訴訟については、ホームページに

　２２．４．１８　不適正捜査を指摘したら左遷され、昇任拒否

　　　　　　　　　　元北海道警察巡査部長が北海道（警察）を提訴

と題して掲載した。

　その第 2回口頭弁論が、平成22年 7月30日午後 1時 20分から、札幌地裁民

事部第 5部 701号法廷で開かれた。（以下、敬称略）

　原告席には、原告石黒繁治と代理人市川守弘弁護士、被告席には、被告代理人

齊藤隆広弁護士ほか2名が着席した。

　冒頭、被告側第準備書面の陳述と証乙 1号から 7号証の提出手続きが行われ

たが、原告代理人から準備書面が到達していないとの発言があり、裁判長から陳

述書を出すよう指示があった。

　被告側第 1準備書面は、弁論終了後に原告側に届けられた。

以下、被告側第 1準備書面の「被告の主張その2」では、被告が

 ①違法配転などはない。

 ②昇任拒否などはない。

 ③辞職の強要などはない。

 ④原告が「要指導職員」に指定されていたという事実は伺えない。

 ⑤未払いの時間外勤務手当などはない。

 ⑥休息時間を取得できなかったとの主張は理由がない。

と原告の主張を全面的に否定し、請求は速やかに却下されるべきだとしている。 

　以下にその一部を抜粋する。

（2）人事権の濫用による違法配転などないこと

ア　白石警察署の交通事故捜査には，いささかの問題もないこと

（ア） 原告は，本件事故に係る白石警察署の捜査について，実況見分調書が虚偽

http://www.geocities.jp/shimin_me/doukeijinjiken1#22.4.18


であり，当初から適正な捜査を行っていない，などと主張する。

（イ） しかしながら，原告の妻（■）が申立てた民事調停，本件事故の相手当事者

が提訴した損害賠償請求訴訟において，実況見分調書の内容が虚偽か否かなど

が争われ，そのいずれにおいても，同調書の信用性が認められている。

　また，本件刑事告発（虚偽公文書作成罪）においても，実況見分調書を作成した

警察官は，不起訴処分とされた。

　さらに，本件検察審査会申立に対する検察審査会の決議は，不起訴相当という

ものであった。

　このように，公の場で実況見分調書の内容の真実性が検討される機会は多々あ

り，とりわけ，本件刑事告発や本件検察審査会申立により，「白石警察署警察官の

違法行為」なるものの存否を問うことができたのであるから，白石警察署警察官の

違法行為を隠すという目的のために，原告を辞職に追い込んだり，配転により嫌が

らせをする必要など，まったくなかったものである。

　この一事をもってしても，原告の主張が失当であることに，多言を要しない。

（ウ） また，同実況見分調書は，上記のいずれの手続においても，内容虚偽の文

書であるなどとは認定されていない。したがって，白石警察署の捜査が適切を欠く

態様で行われた事実がないのは，明らかである。

イ　美唄警察署上美唄駐在所，遠軽警察署駅前交番への配置について

（ア）原告は，人事権濫用の根拠として，上美唄駐在所への配置について「札幌市

内の警察署の刑事課の係主任をしていた原告を札幌管内とはいえ，駐在所勤務

に異動させることは通常はありえない人事異動である。原告はこの駐在所に 7年

間勤務させられた」（訴状 6 などと主張する。

（イ）

a　しかしながら，刑事課の主任が駐在所に配置される事例は散見されるのである

から，かかる人事が通常ありえないという原告の上記の主張には，何らの根拠もな

い。

　もとより，駐在所を含めた警察署内の配置は，警察署長の裁量事項であり，警察

署運営に伴う諸事情を考慮して決定するものであるから，「札幌市内の警察署の

刑事課の係主任をしていた原告を，札幌管内とはいえ駐在所勤務に異動させるこ

とは通常はありえない」などという原告の主張が失当であるのが，一見して明白な

のである。

b　そもそも，駐在所は，いわば地域の安全センターとして，住民とふれあい，地域

の安心の拠り所として，日々生起する様々な社会現象に取り組み，勤務員は昼・

夜間を問わず，いかなる緊急事態にも迅速かつ的確に対処することが求められる

という，重責を負担している。

　それゆえ，事件処理に長けた刑事経験者が配置されても全く不思議ではなく，そ

れは，むしろ望ましいとすらいえる。

　美唄警察署茶志内駐在所の現所長は，27年間の刑事畑の経験を経て同所に勤

務し，地域の「拠り所」として活躍していることが，報道されている（乙 5）。



　これは，上記の被告の主張が正しいことの，なによりの証左に他ならない。

ｃ　また，原告が指摘するように，身上申告書に当初記載したとされる「白石警察署

警察官の不適正捜査」なるものを上司の助言により削除したというのであれば，そ

のことが，原告の人事異動に反映される筈がないのである。

d　さらに原告は，当時，札幌方面東警察署に巡査部長の階級で11年間勤続して

おり，同一所属での勤務が極めて長いことから，異動しても全く不自然ではなく，同

署に引き続き勤務しなければならない特殊な事情もなかったのだから，むしろ異動

するのが自然であり，それが公平な人事の理念にも沿う所以である。

e　しかも，美唄警察署が所在する美唄市には，国道12号線と JR 函館本線が縦

貫しているほか，北海道縦貫自動車道（道央自動車道）が通っており（北海道美唄

市東明 1条 1丁目 1－1の美唄インターチェンジから同高速道に進入できる。），JR

の特別急行列車を利用すれば，札幌駅まで34分の近距離に位置しているなど，

他の警察署と比較しても，札幌に近接しかつ交通の利便性が極めて高い。

　したがって，札幌に自宅を保有する原告にとって，道内 69 箇所の警察署の中で

は，非常に好条件の勤務地とすらいえる。

　この点からも，美唄警察署への異動が，原告が主張する「嫌がらせ」であると評

価することなどできないし，客観的あるいは常識的に考えても，これに伴う不利益

が，生じる余地などないのである。

f　原告は，美唄警察署上美唄駐在所に 7年間勤務「させられた」とも主張する。

　これが，自身の意思に反して同所に勤務することを命じられた，というものであれ

ば，それは，著しく事実に反している。

　なぜならば，原告自身が同所で引き続き勤務することを，明確に希望していたか

らである。

　したがって，上美唄駐在所での勤務により原告が精神的苦痛を蒙った事実など，

断じてあり得ない。

g　なお，原告は「遠隔地の遠軽警察署の駅前交番勤務への異動も，巡査部長とい

う階級に20年以上在籍した原告には通常ではあり得ない厳しい措置である。留置

勤務と同様に，原告が辞職することを暗に強要していたといわざるを得ない」などと

主張する。

　けれども，異動先は，巡査部長という階級の在籍年数により決まるものではない。

　また，当時の原告の勤務歴は，在職35年間のうち札幌市内勤務が27年の長期

に及んでいたことからも，北見方面への異動は，十分にあり得た。

　さらに，遠軽警察署は，署員が50人を超える中規模警察署であり，同警察署が

所在する遠軽町は，約2万4000人の人口を擁し，JR石北本線や国道242号線，

同333号線が縦貫するなど交通の利便性も良く，生活する上で何らの不便も認め

られず，全道69警察署の中でも，勤務地の条件は悪くないのである。

　遠軽警察署や遠軽駅前交番よりも遠隔地に位置し，勤務条件や生活条件の悪い

警察署や駐在所は多数ある。したがって，同所への異動に対する原告の不利益な

ど，見いだすことはできず，そもそもどうして「辞職を強要」するなどという発想にな



るのかが，想像すらできない。

　原告の主張は，要するに，都市部以外で勤務するすべての警察職員が辞職を強

要されている，というのに等しく，常軌を逸しており失当である。

ウ　警察本部留置管理課等への配置について

（ア） 原告は，留置管理課が，「問題を起こした警察官」を「監視」するための職場で

あり，原告が同課に配置されたのは「懲罰的」な措置であった，と主張する。

（イ） そもそも，留置管理は，素行の様々な被疑者とじかに接する業務であり，指示

を聞かない、暴れる，自殺を企図する，病気を患うなど，様々な事象を扱う中で処

遇に関し人権を最大限に保障しなければならない，極めて繊細かつ重要な業務で

ある。そのことは，収容者の取扱いや身柄を拘束するための手続等にいささかの

間違いでもあれば，人権侵害問題や国家賠償請求に直結することからも，多言を

要しない。

　このように，警察業務における留置管理（看守）の重要性は言うまでもなく，この

一事をもってしても，上記の主張が失当であることは，明白であろう。

　したがって，留置管理が「問題を起こした警察官」を監視するための部門である筈

もなければ，警察組織にそのような特殊な部門がある訳もない以上，これに反する

原告の主張はおよそ失当である。

（ ウ）

a　また，原告は，平成16年 12月作成の身上申告書に「留置管理業務は嫌い」

「希望しない勤務である」と記載していたが，一切無視されたなども主張する。

b けれども，後述（工の項）するとおり，転任には職員の同意を要しないし，職員の

あらゆる希望をすべて叶えようとするならば，適材適所の人事異動などできないの

が明らかである。

　したがって，仮に原告が上記の申告に及ぶもそれが実現されなかったからといっ

て，そのことが，直ちに人事権の濫用になるのではない。

c　原告は，北海道警察の警察官として 42年間勤務したうち，自宅を有する札幌市

で30年間勤務したことからすれば，勤務地の希望は 7割以上叶えられていたもの

である。それゆえ，単に職種の希望が受け入れられないとの理由で違法配転であ

ると主張すること自体が，極めて自己中心的な発想であるという他ない。

（エ）

a　原告はさらに，北海道警察本部訓令第 20号（平成8年5月24日）には，看守

の任用について，巡査部長の場合は45歳未満とされ任用期間も原則 2年間と定

められてい　るのであるから，50歳を過ぎ，かつ，3年間にわたり留置管理業務を

強いられたのは，上記訓令に反した違法な取扱であるかのように，主張する。

b　けれども，上記訓令中の条件は努力規定であり，所属の実情により，これと異な

る任用がなされる場合も，往々にして存在する。

　実際のところ，平成22年 4月 1日現在，北海道警察においては，巡査部長の階

級にある看守のうち 50歳以上の者は約60人であり，巡査部長の階級にある看守

全体の約半分を占めている。この事実に照らしてみても，上記訓令が努力規定で



あることが，明らかである。（乙 6）

ｃ　また，同訓令の任用条件には「捜査部門の経験を有し又は同等程度の能力を

有していると認められる者」との項目もあるから，刑事経験を有する原告が看守と

して任用されても全く不思議ではなく，むしろそれは当初から想定されていたことで

あるといえる（甲 5の 2の 23頁 9～10行目を参照。）。

d　このように，原告のような職務経験を有する者が留置管理課へ配置されたことを

もって「懲罰的」な人事であると評価しなければならないいかなる合理的な事情も

存在しないから，原告の上記の主張は，失当である。

エ　人事権の濫用による違法配転などないこと

（ ア）そもそも，転任の決定は任命権者の自由な裁量に属する事項であり，職員の

同意を要するものではない。そして，転任の必要性や組織運営の合理性の観点か

らみて，この裁量権の逸脱，すなわち，当該職員の不利益の程度等諸般の事情に

照らし社会通念上著しく妥当性を欠くとされる場合にのみ，当該配転が違法とされ

るのである。

（イ）以上の理は、市立郷土資料館主幹（係長級）に対する転任処分が違法である

として，同処分の取消及び同処分による精神的苦痛に係る慰謝料を請求した転任

処分取消等請求事件にお件における平成5年 9月16日高松高裁判決（判夕 859

号 188頁）の，下記の判示部が指摘するとおりである。（以下は省略）

（ウ） この点，「嫌がらせ」「懲罰的」である，あるいは，「辞職に追い込み，警察組織

から排除」「辞職を暗に強要」するものであると原告が主張する，札幌方面美唄警

察署， 北見方面遠軽警察署，北海道警察本部留置管理課，札幌方面手稲警察署

への各異動は， 北海道警察における異動の実務慣行に照らしても，上述したよう

な原告が蒙る不利益の程度等に鑑みても，明らかに通常の転任の範囲内のもの

であり，そこには，いかなる裁量権の濫用も逸脱も認められないのが，一見して明

白である。

　したがって，これに反する原告の主張は到底理由がない。

（3）昇任拒否などないこと

ア　原告は，昇任試験受験申込書に「昇任させられないとの評価なら，はじめから

受験の意味がない」と記載して同試験を受験しなかったが，警察が「その昇進試験

の受験をしなかったことを是正することはなかった」ことが，人事権の濫用であり違

法行為であると主張する。

　この主張の趣旨が不明であるが，あるいは，北海道警察は，その職員が昇進試

験を受験する意向を有していなかったとしても，すべての職員に対して，等しく昇進

試験を受験させるように可能な限り指導する義務を負担していたところ，これを怠っ

た点で違法がある，というものなのかもしれない。

　そもそも「受験する意向を有さない受験資格を有する者を，主宰者の側で最大限

説得して受験させるようにしなければ，それは違法である」という上記の主張が，一

見して世間の一般常識に反していることは明らかであるが，念のため，以下のとお

り補足する。′



イ　昇任試験について定める昭和 60年 7月1日付北海道警察本部訓令 9号北海

道警察職員任用規程36条 1項は，「受験資格を有する者は，昇任試験受験申込

書に必要事項を記入の上，昇任試験を受けるかどうかについて当該所属長に申し

出なければならない」（甲 6，乙 7，下線部は引用者が付加した。）と規定する。

　このように，受験をするかしないかは，あくまでも職員の任意で決めるべき事柄で

あり，主宰者である警察が強制すべき性質のものでない。したがって，訓令上も，

原告が受験する意向を有していない場合に，警察が最大限の努力を尽くしてこれ

を翻意させたうえで受験を促すよう指導する義務など，負担していないのが明らか

である。

ウ　なお，北海道警察は，平成15年 6月に実施した警部補昇任試験に先立ち，原

告に対して受験の意思があるかの点を確認したところ，「平成2年からのことを聞

いてもらい組織が納得するならば受験する」「自分は何も悪いことはしていない。書

類を偽造したり，犯人を隠避した者が昇進するのはおかしい」といった返答をする

のみで，再三の質問に対しても，受験をするかしないかの点を，明確に回答しな

かった。

　かような状況ではあったが，警察は原告に受験の機会を付与するべく，原告を警

部補昇任試験の受験者名簿に掲載したうえで，受験当日は，受験会場に原告の座

席や受験用紙等を用意し，原告の不利益にならないよう最大限配意していたもの

である。

　したがって，かような北海道警察の取扱いを無視したうえで，昇任する機会を付

与されなかったという原告の主張に理由がないのは，明白である。

エ（ア）付言すれば，原告は昭和 61年から警部補試験の受験資格を有していたか

ら，受験拒否を開始した平成11年までの問を通じて，警部補昇進試験を計13回

受験していた筈である（昭和 61年から平成10年までの計13年間）。

　そして，原告が上記の受験資格を有し「警察官としては申し分ない業績であった」

と指摘する昭和 61年から，身上申告書に妻の■の本件事故に関する事項を記載

したところ不利益を受けはじめたと主張する平成4年12月の間に，計 7回にわた

り同試験を受験していたことになる（昭和 61年から平成4年までの計 7年間0試

験は毎年，遅くとも年内に実施されるので，原告は平成4年度の昇進試験を受験

していたことになる。）。

（イ）そうすると，仮に原告が主張するように，自身が「警察官としては申し分ない業

績であった」のであれば，さらに原告に警部補としての実力と適格性が備わってい

れば，この間に試験に合格していたに違いない。

　そして原告によれば，平成11年 12月以前には，本件事故に関する問題は身上

申告書に記載されていなかったというのであるから，同事故を理由に警察が原告

に警部補としての実力や適格性が備わっていないと判断することもまた，なかった

ものである。

（ウ） 以上の点に鑑みるならば，本件事故には関係なく，原告には警部補昇進試

験に合格する業績，実力，適性のいずれも備わっていなかったために，試験に合

格しなかったと考えるのが，合理的である。



　したがって，「昇進させられないとの評価なら，はじめから受験の意味がない」と

考えて受験を諦めたかのような原告の主張は，詭弁あるいは言い訳の類に過ぎな

いと解さざるを得ない。

（4）辞職の強要などないこと

ア　原告は，美唄警察署に配置された平成11年に，監察官から美唄署長に対す

る「石黒を辞めさせろ」との言動があったこと，平成15年 11月のスキルアップ会議

において■警視から「お前は，この組織から去れ」と強く言われたことから（同末尾

から8行目以下），組織的に辞職を強要されたのだ，と主張する。

イ （ア）しかしながら，そもそも上記の事柄が真実か否かについて，原告はいかな

る疎明にも及んでいない。

（イ）また，百歩譲って，仮にそれが真実であったとしても，そもそも「強要」（無理強

いに要求すること。広辞苑第 6版 740頁）といえるためには，問題とされる行為が，

相手方の自由意思を抑圧するなど，日常的な言動の範囲を超えるものであり，無

理に辞職させるための手段として，社会常識からみても到底許容できないものでな

ければならない。

　強要罪（刑法 223条 1項）が，生命，身体，自由，名誉若しくは財産に対し害を加

える旨を告知して脅迫し，又は暴行を用いて，人に義務のないことを行わせ，又は

権利の行使を妨害することを構成要件としていることからも，それは明らかである。

（ウ）けれども，原告が指摘する「お前は，この組織から去れ」との言動は，社会の

一般常識に照らしてみても，所詮叱責の範囲を出ないものである。また，それが繰

り返し 執拗に行われたとの疎明もない。

（エ）さらに，監察官の「石黒を辞めさせろ」との言動は，美唄署長に対するものであ

り，原告に直接向けられてはいない。したがって，これが原告に対する辞職の強要

であるとの主張には，論理の飛躍がある。

ウ　以上の諸点に照らすならば，原告に対する辞職の強要なるものが存荏したと

の主張が一見して誤りであることは，明白である。

（5）理由もなく要指導職員に指定され，退職まで監視され続けたとの主張について

ア　指導監督実施要綱（甲 7）は，①非違事案の未然の防止，②業務への取組意

欲の向上，③指導すべき事項の確実な把握と的確な指導，を主な目的として，「指

導監督ファイル」を作成し運用することで，対象職員の指導監督を実施することを

規定する。

　警察の任務が国民から付託されたものであり，これに従事する者には例外なく高

い正義感と倫理観の涵養に努めることが求められるのであるから，職員は幹部か

ら厳格な指導監督を受けるのは当然であり，職員はこれを受忍しなければならな

い。

　したがって，特に勤務実績が不良であったり，警察職員としての適性を欠く者につ

いて，要指導職員として上記の手法で計画的に指導監督することは，何ら違法で

はなく，むしろ必要不可欠なのであり，警察がこれを怠り職員が非違行為に及べば，



その指導監督責任が問われるのである。

イ（ア）ところで，指導監督ファイルの保存年限は5年間であるが，現存するファイ

ルには，原告が要指導職員に指定されたという記載はなく，退職前の5年間を通じ

て同職員に指定されていた事実は伺えない。

　それゆえ，原告が要指導職員に指定され監視されることで精神的苦痛を蒙ったと

いうのが，退職前の直近5年間のことを意味するのであれば，そもそも前提となる

事実を誤っているから，主張自体失当である。

（イ）また，仮に退職前の直近5年間よりも以前のことが問題であったとしても，そも

そもこの期間中に要指導職員に指定されたという事実を，原告はなんら疎明してい

ない。

　のみならず，原告は平成11年にはかかる指定が行われたことを知悉していたと

主張するので（訴状 6頁末尾から3行目以下），被告はこの点に係る本訴請求に

ついて，消滅時効の援用をする。

ウ　なお，原告は「家族を含めて，その私生活にわたって，常に上司に監視監督さ

れ，退職時まで監視されていた」とも主張する（訴状 10頁 9行目以下）。

　けれども，指導監督は，職場において行われるものであるから，私生活にわたり

退職するまで監視するなどということは，あり得ない。

　原告が，家族を含めた私生活に対する監視の態様について，何ら具体的に主張

していないのは，それが存在しなかったことの証左に他ならない。

　さらに，原告が在職期間を通じて，警察に対して上記の訴えに及んだ事実もない。

　大切な家族のプライバシーを警察がみだりに侵害するというのであれば，直ちに

これに対する抗議がなされて然るべきところ，それがなされないのは，そもそも原

告が主張するような事実が存在しないことの証左といえる。

エ　以上のとおりであるから，理由もなく要指導職員に指定され，退職まで監視され

続けたとの主張が失当であることに，多言を要しない。

（6）小結

ア　原告は，北海道警察の人事担当者による違法な人事権の濫用による配置転

換，昇任拒否，不当な監視，辞職の強要等により，著しい精神的損害を受けたと主

張する。

イ　しかしながら，上述したとおり，原告の主張は，そのすべてが失当であり，ある

いは理由がないものである。

　のみならず，原告が最大の原因であると指摘する妻である■に関する本件交通

事故と，原告が不当であると主張する配置転換，昇任拒否，不当な監視，辞職の

強要，そして，原告が蒙ったと主張する損害との間には，合理的な因果関係の存

在を推認させるいかなる証明もなされていない。

　したがって，法的に保護されるべき原告の精神的損害なるものを認める余地など，

まったくない。



2　未払いの時間外勤務手当などないこと

（1）原告は，手稲警察署留置管理課に勤務した3年間のうち，訴状別紙に記載の

とおりの，平成21年 6月から同22年 3月までの間に従事した時間外勤務に関す

る時間外勤務手当の未払金が存在する，と主張する。

（2）けれども，上記別紙の表に記載された時間外勤務手当の未払金の存在を証明

するいかなる証拠も存在しないから，上記の主張が失当なのは，明らかである。

（3）付言すれば，時間外勤務手当は，所属長が業務上必要とされる理由等を勘案

した上で，職員に対して時間外の勤務を命令し，その勤務実績を確認したものにつ

いて支給する手当であるところ（第 2の 4を参照。），原告に命令した時間外勤務に

ついてもこのとおりに取り扱われていたから，同人に対する時間外勤務手当は全

額支給されている。

　また，手稲警察署に勤務する看守担当者から，未払いの時間外手当があるとの

訴えは過去に一件もなかったところ，一人原告のみが，かような主張をする。

　さらに原告は，在職期間を通じて，同様の訴えに及んだ事実がない。

　これらの事実もまた，上記の原告の主張が誤りであることの証左といえる。

3　休息時間を取得できなかったことによる肉体的・精神的苦痛など，あり得ない

（1）原告は，手稲警察署留置管理課に勤務した3年間を通じて，当直勤務の際に

は8時間の休憩時間が保障されていたところ，常時人員が足りない状況にあった

ために，1回の当直勤務に際し 4時間あるいはこれを下回る時間しか休憩すること

ができず，これにより，肉体的，精神的に著しい苦痛を受けたと主張する。

（2）けれども，これを証明するいかなる証拠も存在しないから，上記の主張が失当

であることは，一見して明らかである。

（3）付言すれば，手稲警察署と同様に看守が3人配置されている11箇所の警察

24署と比較した場合，手稲警察署の被留置人の延べ収容数は，11署中 9番目で

あるから，同一規模の警察署よりも看守の業務量が少ないことは，明白である（第

2の 3（4）を参照。）。

　そして，上記の警察署に勤務する看守担当者から，4時間以下の休憩しか取得

できなかったとの訴えは過去を通じて一件たりともなく，ただ1人原告のみが，かよ

うな主張をする。

　しかも，原告が在職期間を通じて同様の訴えに及んだ事実はなく，退職した直後

に突如としてかような主張をするに至ったのである。

（4）したがって，上記の原告の主張もまた，到底理由がない。

第 4　結語

　以上のとおり，本訴請求に理由がないのは明らかであり，速やかに棄却されるべ

きである。

以　上

　次回、第 3回口頭弁論は、9月16日、午前11時から開かれる。



２０１１（平成２３）.　５．１５（日）　道警人事権乱用訴訟　３

　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　道警、辞職の強要は原告の被害妄想

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 時代遅れ・デタラメ　警察官の時間外手当

　平成22年 4月 14日、北海道警察(以下、「道警」という）を定年退職したばかりの

元道警手稲警察署留置管理課勤務の巡査部長石黒繁治氏が、妻Ｎの交通事故

事件の捜査をめぐって、管轄警察署の不適正捜査を指摘したところ、左遷されたり、

昇任を拒否され、著しい精神的損害を受けたとして、道警を相手取って 2,000万円

を支払うように求めたほか、札幌手稲警察署留置管理課に勤務していた 9 カ月間

の未払い時間外勤務手当281，192円の支払いと同課に勤務していた3年間に1

回の当直勤務時間中に4時間以下しか休憩時間を与られなかった慰謝料500万

円の支払いを求める訴訟(以下、「道警人事権乱用訴訟」という)を提起した。

　これまで、原告の主張は、このホームページで

　22.4.18　道警人事権乱用訴訟　１

　　　　　　　　　　　　 　　　不適正捜査を指摘したら左遷され、昇任拒否

　　　　　　　　　　　　　　　　　　元北海道警察巡査部長が北海道（警察）を提訴

　被告の主張・反論は

　22.8.7　道警人事権乱用訴訟　２

　　　　　　　　　　　　　　　 道警主張　違法配転、昇任拒否などない

で紹介した。

　その後、これまで、平成22年 7月30日第 3回、同12月 17日第 4回、平成23

年 1月 14日第 5回、同3月18日第 6回、同5月13日には第7回口頭弁論が開

かれた。

　今回は、被告側の準備書面（平成23年 3月 11日付）と原告側の準備書面（平成

23年 5月 9日付）を紹介する。

　被告道警は、原告が刑事警察官として、多くの表彰を受けるなど優秀な実績を挙

げたことや、剣道の特別訓練部に所属した技量・経験を買われ、逮捕術の指導者

として後輩の指導に当たった事実を、他の者よりも一段と優れ秀でており人事に際

し特段評価すべきことの根拠にはならないなどと、現職時代の警察官としての功績

を否定するなど、警察を告発した者に対する敵意を露わにしてきた。

　まさに、組織防衛最優先の本性をむき出したというところだ。

　原告側は、これまで警察内部ではタブー視されてきた時間外手当の支給の実態、

特に、未だにタイムカードのような機械的に各警察官の勤務時間を把握するシステ

ムもなく、時間外手当の算出方法も全くデタラ目に行われているなど、現場警察官

の処遇への取り組みが如何に時代遅れなものか、その実態が明らかにされている。

　こうした現場軽視の姿勢が、警察内部のコンプライアンスの欠如にもつながって

いる。

　

○ 被告側の主張（第 2準備書面）



　第 6回までの原告の主張に対する被告（道警）の反論が、本年3月18日の第 6

回口頭弁論で陳述された。

　まず、その第２準備書面（平成23年 3月 11日付）から抜粋して紹介する。

　1　原告の配置転換について

　（1）原告は、自身が卓越した警察官であったので、平成2年頃までは人事におい

て能力相応の取り扱いを受けていたが，妻である訴外Ｎの交通事故に係る捜査の

問題を訴えたために、以後、原告の才能や資質に照らせば到底納得できないよう

な業務に従事させられたのであり、これは違法である、と主張する（原告の平成22

年 9月15日付準備書面）。

　（2）ア　原告が他の者よりも一段と優れ秀でており人事に際し特段評価すべきこ

との根拠はない。

　イ　原告が非常に優れた警察官であったとしても、希望すれば必ず駐在所勤務

や看守勤務を免れるということはない。

　（3）ア　原告の勤務経歴を一瞥すれば明らかなように、いずれの異動先も、十分

に恵まれている。原告の勤務経歴と北海道警察における異動の実務慣行に照らし

てみても原告の勤務先の変遷には、いかなる問題も見られない。

　イ（ア）原告の主張は、配置された場所が自分の意に沿わないことが多かったと

いう、単なる個人的な感想に過ぎず、人事異動の違法性は、何ら具体的に主張立

証されていない。

　（イ）訴外Ｎと原告が交通事故捜査の問題を訴えたために報復的な人事異動を受

けたのだ、との指摘は牽強付会の論法である。

　(注)：牽強付会(けんきょうふかい) 　都合の良いように無理に理屈をこじつけるこ

と。

　2　辞職の強要について

　（1）原告は、原告が遠軽警察署に勤務していた際の上司であった訴外Ｎ警部との

会話の際の同警部の言動や、「地域警察官スキルアップ研修会」における訴外Ｙ警

視の言辞を縷々引用して、原告が辞職を強要されたことが明らかである、と主張す

る（原告の平成22年 12月 14日付準備書面）。

　（2）ア　被告は、原告が指摘する上記の言動の存否や正確性については、知らな

い。

　イ　しかしながら、両訴外人の言辞なるものが実際に発せられていたと強いて仮

定しても、世間の一般常識に照らすならば、それは日常良く見られる叱責あるいは

個人としての所感としての域を出ないものである。

　（3）ア（ア）Ｎ警部との録音の反訳とされる証拠説明書を通読しても、同警部の言

動なるものに、威圧的な部分は一切認められない。

　（イ）同警部は、警察としての見解ではなくあくまでも個人としての考えに過ぎない

と断っているのである。

　イ　したがって，同警部が原告に対して辞職を強要したなどということは全くなく、

これに反する原告の指摘は，被害妄想か単なる思い込みに過ぎない。



　（4）Ｙ警視の言動なるものについても、同様のことがいえる。

　（5）ア　なお、原告が指摘する「お前は組織からマークされている」「石黒の様なこ

とを言うものは組織を去って貰うしかない」といった上司の個人的な発言なるもの

が北海道警察に伝達されたために、原告が主張するような配置転換に至ったのだ

ということ自体が、非合理的であって、被害妄想に過ぎないのが明らかである。

　イ　かような発言があったとされる直後の人事異動において、原告にとって全く不

利益のない札幌市内の手稲警察署に配置転換されたことからも、それは明白であ

ろう。

　（6）したがって、これらの言辞を捉えて自身は辞職を強要されたのだという原告の

主張には、到底理由がない。

　3　未払いの超過勤務手当について

　（1） 原告は、未払いの時間外勤務が一般化していたことは、平成16年の道議会

における

会計課長答弁から明らかであるところ、これに沿う内容の原告自身が作成したメモ

に記載されたとおりの未払いの時間外勤務手当が認められる、と主張する（原告

の平成23年 1月 11日付準備書面）。

　（2）けれども、上記の会計課長の答弁は、平成15年会計年度に関するものであ

り、原告が主張する平成21年 6月以降の時間外勤務手当が未払いであることの

証拠にはなり得ない。

　（3）ア　そもそも時間外勤務手当とは、所属長が業務上必要とされる理由等を勘

案して、職員に対して時間外の勤務を命令し、その実績を確認したものについて支

給する手当である。そして、原告に命令した時間外勤務についてもこの通りに取り

扱われ、同人に対する時間外勤務手当は全額支給されていたところ、それを合理

的かつ客観的に弾劾するいかなる証拠も、存在しない。

　イ（ア）この点原告は、自身が作成したとする甲 17の「時間外時間メモ」なる文書

から時間外勤務の時間数が立証できるのだ、と主張するようである。

　（イ）けれども、甲 17の作成年月日は、本訴を提起する直前の平成22年 3月で

ある。すなわち勤務終了後直ちに記帳されたというものではなく、専ら本訴のため

に作成されたものであると合理的に推認されるから、その内容の正確性あるいは

信用性は皆無か極めて低い。

　（ウ）a　それは、「非番」日に対応する「時間外」の箇所の以下の記述からも、一目

瞭然である。

　b　たとえば、平成21年 6月の頁中の記載によれば、時間外で勤務した日は計8

日間であるが、それはすべて非番の日である。しかも、9日の非番日のうちの実に

8日間にわたり時間外勤務があったとされる一方で、日勤あるいは当直の日には、

ただの一時間たりとも時間外勤務はない。

　C　平成21年 7月においても、同様である。すなわち、非番である計8日の全て

の日に、原告は，時間外勤務に及んでいる。その一方で、当直あるいは日勤の際

には、一時間たりとも時間外勤務をしていないのである。

　d　そもそも看守業務の内容が、日勤、当直、非番かによって、大幅に異なること



などない。したがって、日勤や当直時には時間外勤務が皆無である一方で、非番

日に漏れなく時間外勤務に及んでいたなどということ自体、信用ならないというより

他ないのである。

　ウ　以上から、甲 17は、本訴の攻撃防御を有利に進めるために、原告が訴訟提

起の直前に作成した、非番日には一律に数時間ずつ時間外勤務に従事したかの

ように装った、事実と相反する記載を多々含む、信用できない文書であると断言で

きる。

　したがって、その信用性は皆無か極めて乏しく、到底措信し得ない。

　（3）以上により、未払いの時間外勤務手当があるとする原告の主張は、理由がな

い。

　4　着守勤務における肉体的・精神的苦痛なるものについて

　（1）手稲警察署の看守としての業務の態様が、同一規模の他の警察署と比較し

て過重とはいえないとの被告の主張に対して、原告は、被告が摘示する各留置場

の看守の配置数や被留置者の収容人員数については疑義があるから、それを前

提とした被告の主張は理由がない、などと指摘する（原告の平成22年 12月 14日

付準備書面）。

　（2）ア　しかしながら、看守の配置人員や被留置者の収容人員は、留置施設の保

安そして

施設管理上の観点から、公表することができない。そのため、被告の第 1準備書

面の8～9頁の「表2」（全道11署過去 3年間における被留置者の延べ収容状況）

中の手稲警察署以外の警察署名を、すべてローマ字で表現した。

　イ　同表中の数値は，北海道警察本部総務部留置管理課が集計した資料中の

数値を、正確に反映している。

　ウ　したがって、同表の内容は措信できないとの原告の主張は、失当である。

　（3）ア　ところで原告は、1回の当直勤務に際し、4時間あるいはこれを下回る時

間しか休憩することができなかったから、肉体的、精神的に著しい苦痛を受けたの

だ、と主張する（訴状 11頁 7行目以下）。

　イ　けれども、甲 17によれば、原告は、全ての当直勤務において、最低でも 8時

間の休憩、時間を取得していたというのである。

　したがって、1回の当直勤務に際し 4時間かあるいはこれを下回る時間しか休憩

することができなかったなどとする原告の主張は、自身が作成した甲 17の内容と

一見して矛盾しているから、4時間を超えない休憩しか許されなかったという原告

の主張には、到底理由がない。

　ウ　原告が手稲警察署留置管理課に勤務した3年間を通じて、「当直勤務」の際

には　8時間30分の休憩時間が保障されていた。この点からも、原告が「当直勤

務」の際に4時間あるいはこれを下回る時間しか休憩できなかったなどという事態

が有り得ないことが、立証される。

　（4）なお原告は、手稲警察署留置場の業務が辛いことや、別の部署で働きたいと

いう希望を、上司に伝達したと縷々主張する。けれども、これらはいずれも、本訴の

請求の趣旨あるいは原因事実とは、何ら合理的な関係を有さない。



　5　訴外Ｎの交通事故捜査に伴う実況見分について

　（1）ア（ア）被告が第 1準備書面（第 3の 1の（2）アの項（11頁））で主張したとおり、

　実況見分の内容の信用性が公の場で検討される機会は、多々ある。

　たとえば、刑事告発や検察審査会に対して申立をすることで、原告が主張する

「白石警察署警察官の違法行為」なるもの真否を問うことができたのであり、訴外Ｎ

も実際にそれを試みていた。

　（イ）したがって、訴外Ｎの交通事故に関する白石警察署警察官の違法行為なる

ものを隠蔽するために（そもそもかような違法行為などなかったのだから、隠蔽する

必要性もないのであるが）、原告を辞職に追い込んだり、配転により嫌がらせをす

る必要性や合理的な動機も（そもそも同訴外人の望まない辞職や移転により、か

かる違法行為がどうして合理的に隠蔽されるのであろうか）、全くなかったものであ

る。

　イ　ちなみに、訴外Ｎが行った刑事告発や検察審査会に対する申立において、問

題の実況見分調書が内容虚偽の文書であるなどとは，認定されていない。

　（2）ア　原告は、録音テープの反訳の内容を引用して、訴外Ｎの交通事故を捜査

した訴外Ｔ巡査は、実況見分の内容が事実に反している事実を否定しなかったの

だ、と主張する（原告の平成23年 3月 4日付準備書面）。

　イ（ア）けれども、Ｔ巡査は原告らの威圧的な言動に対して寡黙であったことは窺

えても、実況見分の内容が事実に反していることを肯定していたのではないのが、

甲 21の 1を通読すれば一見して明らかである。

　（イ）そもそも、甲 21の 1中に記載されている会話から、実況見分調書の内容が

間違っているとの言辞を引き出すために、当時巡査部長であった原告が、実務経

験の浅いＴ巡査を呼び出し車両内に同巡査をいわば幽閉したうえで、妻である訴

外Ｎとともに、実に約3時間もの間にわたり、終始威圧的な口調で脅し透かして責

め立てたうえ、時には身上面の話をして懐柔するなど、まさに硬軟交えた狡猾な手

法を弄した挙句、訴外Ｎが提起した民事訴訟において実況見分の内容が事実と相

違していると証言するように執拗に求めるなどして、拷問あるいは強要と形容して

も何ら不思議ではない態様で終始迫っていたことが窺える。

　（ウ）けれども、このような状況下にありながら、Ｔ巡査は原告らに一切迎合するこ

となく、終始冷静に振舞い、実況見分の内容が事実と相違していたとは一言も発言

していないのである。

　この事実は、Ｔ巡査が実況見分を適正かつ正確に実施した証左といえる。

　ウ　したがって、上記の反訳文書が，同巡査が実況見分の誤りを認めた事実を立

証するものでないことが、余りにも明らかといえる。

　（3）以上からも、訴外Ｎの交通事故の捜査に関する諸事情から違法な配置転換

の事実が立証されるかのような原告の主張は、到底理由がないのが明らかである。

○ 被告第２準備書面への原告の反論（平成23年 5月 9日付準備書面）



　第 1　時間外手当について

　1　時間外勤務命令簿と時間外実績簿との矛盾

　本来、時間外手当の算出は、時間外の時間数に基本給等から算定される時間単

価を乗じ、さらに所定の割り増し率を乗じて算出する。ところが、警察組織において

は、原告を含めて各警察官は、自己の時間外手当がどのように算出されるのかに

ついて、全く知ることができない。被告は、甲第 17号証の信用性を執拗に問題に

するが、被告がなすべきことは、この時間外勤務の時間数及び原告の算定した時

間単価をそれぞれ明らかにし、その正当性を主張すれば足りることである。しかし、

以下のとおり、被告は、自ら時間外手当を支給しながら、その金額の正当性を主張

することは困難なのである。

　（1）　時間外手当の算出の前提となる時間数

　ア　時間外実績簿

　北海道警察では、各部署にタイムカードのような機械的に各警察官の勤務時間

を把握するシステムはない。原告らは、各所属に備えられている「時間外実績簿」

という文書に、勤務時間終了直後に、時間外の時間を書き込むことによって、時間

外手当の算出の基礎となる時間数を申告していた。

この時間外実績簿は、あらかじめ、各部署の警察官の氏名、階級が記載されてお

り、日時、曜日、勤務した時間、時間外時間、用務、備考の各欄が空白となってお

り、各警察官がその余白部分を書き込む様式になっている。

　原告は、本件請求に掛かる平成21年 4月から同22年 3月までの間、勤務した

日には必ず、勤務終了後、この時間外実績簿に、日時、曜日、勤務した時間、時間

外時間、用務を書き込み（時に備考欄に記載をする時もあった）、さらに、その記載

した時間外時間数を平成21年 6月から退職するまで毎日メモしていた。

　そして、このメモをまとめた一覧表のメモが、甲第 17号証である。

　したがって、原告は、自ら申告した時間外時間数を正確に把握していた。

　イ　道警の算出基礎となる時間数

　原告は、今回、個人情報保護法に基づいて、原告の時間外手当の根拠となって

いる「時間外、休日勤務及び夜間勤務命令簿」（以下「命令簿」という）を入手した。

　その上で、原告は時間外実績簿に原告が記載した時間数と命令簿の時間数とを

比較した。この結果をまとめたものが、甲第 23号証の一覧表である。原告は、時

間外の時間数のうち、何時間が125／100の率で、また何時間が135／100の率で

計算されるものであるかが不明であったため、訴状では一律に125／100の割合

で算出していたが、甲 23では、一応、この乗ずる割合の時間数が振り分けられて

いたことが判明した。しかし、それよりも重大なことは、毎月の時間数が、極端に減

少していたのである。例えば、平成21年 6月は、時間外実績簿に記入した時間数

は合計13時間であるが（訴状別紙のとおり）、命令簿では 7時間しか記載されてい

なかった。

　ウ　求釈明

　被告が、いかなる理由から、原告が申告した勤務終了直後に記載した時間外時



間数を大幅に減らしたのかは不明であるが、まずは、被告は原告が勤務していた

手稲警察署留置管理課に保管されている時間外実績簿を明らかにした上で、時間

数を減らした理由を明らかにされたい。

　（2）時間単価の数値

　ア　北海道警察による時間単価

甲第 23号証では、道警が命令簿に記載している時間数を実際に支給された時間

外手当の金額で除して、原告の各月の時間外手当算出の時間単価をも明らかにし

た表になっている。

確かに、割合率が125／100 と 135／100の二通り存在するが、例えば平成21年 6

月のように 125／100の時間数が 7時間とされているものもあるため、このような例

から、時間単価を割り出すことが可能となった。甲 23の「単価」は、すでに1．25な

いし 1．35倍した数値を記載したものであるが、実際の支給額と合致するので、道

警による原告の時間外計算のための時間単価は明確である。

　イ　道警の時間単価の説明不能な変更

　甲 23では、左側に号俸及び基本給も記載している。単価計算の基礎となる諸手

当は記載していないが、平成21年 6月から同23年 3月までの間に変更はない。

　しかし、甲 23から、道警の基礎とする時間単価に、理由のつかない変更が多く見

受けられる。例えば平成20年 4月に基本給が396，270円から 407，277円に昇給

している。このときの諸手当は扶養手当、地域手当、通勤手当はそれ以前とは変

更がない。にもかかわらず平成20年度は、一貫して時間単価に変更がないのであ

る。基本給が昇給になれば当然に時間単価も上がるはずであるが、それがない。

　逆に平成18年 3月と 4月とを比較すると、基本給は396，270円で同じであるに

もかかわらず、125／100の時間単価が3，773円から3，559円に減少している。こ

の根拠も全く不明である。

　本件請求に係る期間だけを見ても、平成21年 3月と 4月を比較すると、基本給

等に全く変更がないにもかかわらず、125／100の時間単価が3，559円から

3，689円に増加し、反面で平成21年 11月と 12月とを比較すると、基本給が

408，495円と増加しているのに、125／100の時間単価は3，689円から3，680円

に減少しているのである。このような、時間単価の変動は全く根拠がないといわざ

るを得ない。

　ウ　求釈明

　被告は、乙第 4号証を証拠提出し、給与支給に関する規則を明示する。しかし乙

4では、時間外手当の単価計算についての計算式（算入される手当）が掲載されて

いない。そこで、被告はまず、時間外手当の基礎となる時間単価の計算式（何を基

礎額とするのか）を根拠法令とともに明らかにし、原告の時間単価の内訳、内容を

明らかにされたい。

　第 2　原告が要指導職員に指定された事実と差別的取り扱い

　1　上司から聞かされた事実

　原告は、北海道警察本部留置管理課に勤務していた時期の平成14年 8月頃、

留置管理課長であったＩ氏から、「所属長面接」という面接を実施された。



このとき、Ｉ氏から、「お前は要指導職員に指定されている」と明言された。また、遠

軽警察署に勤務していた時期の平成16年 3月頃、北海道警察本部から出張して

きた監察官Ｏ氏から、「お前の要指導職員の指定は外れた」と聞かされた。した

がって、少なくともこの間、原告は要指導職員に指定されていたことになる。

　被告は、原告が要指導職員として指定された旨の疎明がないと主張するが、原

告が、上司及び監察官から聞かされた事実からすれば、原告が要指導職員として

指定されたことは間違いがない。なお現在、このときの録音テープを反訳中である。

　2　被告による差別的取り扱いに関する資料

　原告は、本件において、原告が要指導職員に指定された事実そのものをもって、

本件請求原因としているものではない。この事実は重要な間接事実ではあるが、

あくまで原告は本件において、原告の妻の行動を元に、また原告が白石警察署警

察官の違法行為を上申したことを元に、北海道警察内部において、昇任等におい

て差別的扱いを受けた事実を請求原因としているものである。したがって、問題な

のは被告が何故原告を要指導職員として指定したのか、その動機、根拠が重要な

のである。被告はこの点については全く触れようとしていない。被告は、「確かに原

告は要指導職員に指定された、その理由はかくかくである」、と主張すればよい。し

かし、そのような主張をしない。

　ところで、これらの北海道警察の原告に対する扱いの根拠等は、被告が有する

原告の監督実施簿あるいは人事記録などに記載されているはずである。よって、

原告は被告に対し、原告の監督実施簿あるいは人事記録などの提出を求めるもの

である。しかも、仮に要指導職員に関する記録自体が保存期間を経過したものとし

ても、人事記録は全国の警察を通じて永久保存が義務付けられている。これは、こ

れらの記録が、人によっては将来の叙勲の際の重要な資料となるからである。した

がって、被告はこの原告の人事記録は保管しているものであるから、速やかな提

出を求めるものである。

　次回は、7月8日　午前10時 0分から805号法廷で開かれる。 


